
行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート 

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 １ 仕事の成果と市民の納得

推 進 項 目 ― 定期的な市民の声の把握

取 組 項 目 ８ 新たな市民満足度調査の実施【企画課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　定期的な市民の声の把握の観点から，市が実施している施策やサービスに対する市民の満足

度を把握するため，平成 22 年度に市民まちづくりアンケートを実施し，市の最上位計画であ

る「ふるさと龍ケ崎戦略プラン」に反映しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　定期的に市民の声を把握し，市政に反映するため，前回のまちづくり市民アンケートの質問

項目を基本として，各課等で実施している市民アンケートと調整を行い，新たな市民意識調査

の質問項目を設定します。

　その後，市民満足度調査を実施し，次期の市の最上位計画を策定する際に活用するとともに，

市政運営に反映します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　新たな市民満足度調査の

　質問項目の整理・実施

質問項目

の整理 実　施 結果 の反映

達成目標
　新たな市民満足度調査の質問項目が精査され，平成 27 年度に実施するとともに，市政に反

映しています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　各課で実施している「市民アンケート」と「まちづくり市民アンケート」の質問内容を精査し，新
たな市民意識調査の質問項目について検討します。 

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）アンケート調査内容の精査

　　各課で実施している市民アンケートを抽出・分析し，その内容等を精査する。

（２）関連する内容の精査，新たな質問項目の検討

　　各課アンケート」と「まちづくり市民アンケート」において，相互に関連する内容を精査し，関

　係課と調整しながら，社会経済情勢や市民ニーズの変化等を踏まえた新たな市民意識調査の質問項

　目を検討する。

新規

「１取組項目の内容」の取組事項で示す実施工程を考慮した

平成２５年度の達成目標を記載しています

目標達成に向けた具体な取組事項について記載しています。

進行管理シートの見方



３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　平成 22 年度に作成した「市民まちづくりアンケート」の質問項目を精査した。前
回のアンケート作成から 3 年が経過しているため，社会経済情勢や市民ニーズの変化，
まちづくりの課題等を踏まえるとともに，各課との連携を図りながら，アンケートの
質問内容の情報収集に引き続き努めていく。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）平成 24 年度に各課で実施したアンケート調査の内容を確認するとともに，他自治体における

　　「まちづくりに関するアンケート調査」の内容を確認し，この間の社会経済情勢等を踏まえなが

　　ら，平成 22 年度に作成した本市の「まちづくり市民アンケート」の質問項目を整理した。

（２）「ふるさと龍ケ崎戦略プラン」に掲げる施策評価の一環として実施した近隣９市町との成果指

　　標実績値の比較結果を参考に，新たな質問項目を精査した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２で設定した達成目標について

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 質問項目の精査を実施

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 216,684 216,684

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79,279人） ０ ３ ３

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

「１取組項目の内容」の実施工程全体

に対する進捗状況を評価しています。

２で記載した取組事項に関する進捗状況及び推進し

ていくための課題について，簡潔に記載しています。

施策･事業の活動実績及び成果について，数値や表等を用いて記載しています。

目標達成・未達成を記載
数値目標を設定した場合は，状況に

応じて０～100％を記載。それ以外は「 --- 」

到達度根拠のほか，目標達成できた

（できなかった）内容を簡潔に記載

当該事業コストについて，人件費を含め記載しています。

単位コストについては，全取組事項共通で「①市民一人当たり79,279人（ H25.10常住人口）」を

設定しています。

当該事業の実績を図るための指標を設定しています。

近隣自治体との比較を行う指標の設定をしている場合もあります。



行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート 

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 １ 仕事の成果と市民の納得

推 進 項 目 ― 情報提供手段の充実

取 組 項 目 １ 積極的な情報公開【情報政策課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　情報提供手段の充実の観点から，市公式ホームページの充実を図り，平成 23 年度からツ

イッター・フェイスブックの運用及びメール配信サービスを開始しました。

　また，平成 24 年度に市役所 3 階の情報公開室のリニューアルを行い，新たな情報公開室と

して開設し，市政情報に関する書籍の充実を図りました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　市政運営の透明性の向上を図るため，新たな情報公開室に内部会議の資料及び会議録を備え

付け，常時閲覧可能とします。

　また，龍ケ崎市情報公開条例については，制定が予定されているまちづくり基本条例におい

て規定する情報共有（市民の知る権利の保障）に沿った改正を行います。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　内部会議等の資料及び会議録

　の常時閲覧可

内部会議資料 等の常時閲覧 可

　情報公開条例の見直し・運用
条例の見直し 運用スタート

達成目標 　内部会議の資料及び会議録が常時閲覧可能になっているとともに，情報公開条例の見直しにより，市

民の知る権利を保障いたします。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

・法令等に基づく内部会議等の会議資料及び会議録のうち，会議資料は会議開催後 7 日以内に，会議
録の写しは会議開催後 30 日以内にそれぞれ情報公開室などに備える。
・策定を予定しているまちづくり基本条例の基本理念・基本原則・情報公開の規定及び積極的な公表
等の取組との整合を図るため，情報公開条例の改正案の作成を行う。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）内部会議等の資料及び会議録の写しの常時閲覧

　　①市民への対応

　　　制度などについて，広報紙及び公式ホームページを通して周知を行う。

　　②各課等への対応

　　　・運用方法などを定期的（四半期ごと）に周知する。

　　　・課等別一覧表の見直し作業を依頼

（２）その他情報政策課が行う事項

　　会議録の作成に係る時間短縮や職員の負担軽減を目的とする「会議録作成システム」の導入及び

　運用方法の確立並びに供覧場所の拡充（「積極的な公表等の指針」において供覧場所として規定さ

　れている中央図書館やコミュニティセンターの活用）

（３）情報公開条例の改正

　　①自治基本条例を施行している他市町村のうち，その条例に情報公開の規定を設けている団体を

　　　調査し，整理を行う。

　　②自治基本条例市民検討会議，市議会議員及び庁内職員プロジェクト会議（グループ会議，全体

　　　会議，市民の意見聴取）並びに政策推進会議・庁議によってまとめられた自治基本条例案の趣

　　　旨や積極的な公表等の取組を踏まえた情報公開条例の一部改正案を作成する。

　

1

新規

新規



３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
□　概ね順調
■　遅れている
□　見直しが必要 

・内部会議等の会議録の写し等の閲覧は，市民・各課等への周知と，情報公開室等の
資料を整備したが，会議内容等により期日までに公表できない場合があった。

・情報公開条例は，まちづくり基本条例の情報公開の骨子案や改正条文草案を策定し

た。

・「会議録作成システム」は，利用が一部の会議室に限定されていることから，今後，
利用拡充を検討する。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）内部会議等の資料及び会議録の常時閲覧

　　①市民への周知は，広報紙の活用と市公式ホームページに登載により実施した。　

　　②各課等への周知は，運用方法や公表対象となる会議資料の提供等について毎月通知し，会議資

　　　料及び会議録の写しを公表することとした。

　　③「会議録作成システム」を導入（ＩＣレコーダーも併せて購入）し，会議録の作成に係る時間

　　　短縮と職員の負担軽減を図った。

　　　※会議録作成システムを利用した会議の件数：８２件　平成２６年３月末日現在　　　　

（２）情報公開条例の改正　

　　①自治基本条例市民検討会議及び庁内職員プロジェクト会議（グループ会議，全体会議，市民の

　　　意見聴取）へ参加した。

　　②自治基本条例を施行している他市町村で，自治基本条例に情報公開の規定を設けている数団体

　　　をピックアップし，条例の条文内容等の確認及び改正を要する情報公開条例の条文について確

　　　定作業を行った。　　

　　③情報公開条例の目的規定の改正草案及び積極的な公表等の指針の根拠となる条文の草案を策定

　　　した。　

目標到達度 目標未達成 到達度 　 --- ％ 
会議資料及び会議録の写しの公表

が一部遅れている。

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

1,072,634 1,733,470 2,806,104

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

99 0 0　 1

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79，279人） 14 22 36

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

会議資料及び会議録写し
の公表件数（延べ件数）

会議資料　72件　　　会議録　90件

情報公開条例改正案の進
捗度

まちづくり基本条例の骨子案作成に併せ，改正草案を完成

1



行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 １ 仕事の成果と市民の納得

推 進 項 目 ― 情報提供手段の充実

取 組 項 目 ２ 出前講座の拡大【情報政策課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　市民への説明機会の拡充の観点から，平成 24 年度に出前講座の講座メニューの見直しを行

い，「龍ケ崎市(まいど！My do！)出前講座」としてリニューアルし，ホームページなどにお

いて PR を行いました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　市民等の市及び市政に関する理解をより一層深めるため，市民や企業などとの協力・連携に

よる出前講座を実施します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　市民・企業などとの連携による

　出前講座の実施

出前講座の実施

達成目標 　職員が行う講座以外に，市民及び企業などが行う講座も実施しています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　従来の市職員が行う「行政編」の出前講座を拡充し，「企業編」，「公共機関編」，「市民編」等

の講座をメニューに加え，講座開催実績の増加を図る。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）講座メニューの拡充

　　①企業編

　　　市内の企業や商店に出前講座の趣旨等を説明し，協力を依頼する。

　　②公共機関編

　　　警察署が行っている交通安全教室等を，市の出前講座として実施することは現段階では困難と

　　　の回答があったことから，別の観点から実施を検討する。また，警察署・消防署の他にも公共

　　　機関で実施可能かどうか調査する。

　　③市民編

　　　人材バンクの登録者や市民サークル等に声掛けを行い，協力を依頼する。

　　④教育編

　　　流通経済大学との「龍・流連携」との棲み分けを行い，出前講座として成立するものを洗い出

　　　し，大学側に協力を依頼する。

（２）講座開催実績の増加

　　①積極的なＰＲ

　　　・新たに企業編等を加えて再編成した出前講座を市公式ホームページや広報紙等で紹介する。

　　　・各コミュニティセンターや東部・西部出張所に講座の冊子を配備する。

　　　・講座を実施した課でフェイスブック等にアップして，情報を拡散させる。

2



３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調

■　概ね順調

□　遅れている

□　見直しが必要

　市公式ホームページ・広報紙などで出前講座の講師募集を行い，講座メニューの拡
充を図った。
　また，フェイスブックで出前講座のランキングを発表し，人気のある講座について
周知した。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）講座メニューの拡充
　　①企業編は，市内の事業者に協力を依頼し，工場見学やコロッケの作り方などの７講座を新設し
　　　た。
　　②公共機関編は，消防署と警察署に依頼し，消防署で２講座の協力を得ることができた。
　　③市民編は，広報紙などで講師募集を見た一般の方から講師の応募があり，放射線についてのメ
　　　ニューを新設した。

（２）講座開催実績の増加
　　①市公式ホームページのメニューを工夫し，より見やすいページとなるよう講座の一覧から見た
　　　い講座をクリックすると直接見られるよう設定した。
　　②視覚的にも魅力を感じるパンフレットを作成し，出先機関などに配置した。

（３）平成２５年度出前講座実績　　3月末現在
　　①申し込み数　　５３件
　　②開催数　　　　５１回
　　③ランキング（開催回数上位３位）
　　　・あなたを狙う悪質商法と対処法（1４回）
　　　・防災対策について（９回）
　　　・よくわかる介護保険（５回）

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 企業編等のメニューを拡充

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 72,228 72,228

（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79,279人） 0 1 1

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

講座メニューの拡充 ５８種類（平成２４年度）→　68種類（平成２５年度）

講座開催実績 30回（平成２４年度）→５１回（平成２５年度）
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 １ 仕事の成果と市民の納得

推 進 項 目 ― 広聴機能の充実 

取 組 項 目 ７ 新たな広聴制度の構築【市長公室】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　広聴機能の充実の観点から，市長への手紙など市民から寄せられる意見・要望のデータベー

ス化を行いました。

また，市民から寄せられる意見・要望に対する市の考えや対応策等を市公式ホームページで公

表しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　さらなる広聴機能の充実を図るため，市長への手紙・市政モニター・タウンミーティングな

どを通して，より多くの市民の声の集約を行うとともに，庁内での情報共有強化を図ります。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　市民の声の集約・共有
　市民の声の 集約･共有

達成目標 　市民の声がデータベース化及び庁内での情報共有が図られ，市政運営に反映されています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

・タウンミーティング等で出された意見・要望を職員の誰もが閲覧できるようにする。

・インターネット市政モニターのアンケート集計結果を職員の誰もが閲覧できるようにする。

・市長への手紙に寄せられた意見・要望について、毎月庁議に報告する。

・新たな広聴機能の創設

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）タウンミーティング等で出された意見・要望を職員の誰もが閲覧できるようにする。

　　①各課で行われているタウンミーティング等を調査する。

　　②タウンミーティング等の顛末書をデータベース化する。

　　③データベース化した顛末書を職員の誰もが閲覧できるようにする。

（２）インターネット市政モニターのアンケート集計結果を職員の誰もが閲覧できるようにする。

　　①インターネット市政モニターのアンケート集計結果をデータベース化する。

　　②データベース化したアンケート集計結果を誰もが閲覧できるようにする。

（３）市長への手紙に寄せられた意見・要望について、毎月定例庁議に報告する。

　　①市長への手紙に寄せられた意見・要望について、毎月報告書として書類にまとめる。

　　②月に一度、定例庁議に報告書を提出する。

（４）新たな広聴機能の創設

　　これまでのタウンミーティングや懇談会等での実績を踏まえ，市民の皆さんが気軽に市長との意

　見交換のできる場として「広聴と広報」「働きかけと対応」の双方向性に留意した制度を創設する。
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

・市民懇談会については，所期の目的は達成できたが，各課で行っている懇談会など
については，今後調査を実施する。
・中核的な地域コミュニティ以外の団体と懇談機会の確保や，インターネットでのア
ンケート調査回数・回答率の増加策が今後の課題である。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）懇談会

 　　①開催日時

　　　・龍ケ崎市タウンミーティング

　　　１　平成 25 年 6 月 22日（土）10:00～11:30　川原代ふれあい協議会　

　　　２　平成 25 年 6 月 25日（木）10:00～11:30　馴柴地域コミュニティ協議会

　　　３　平成 25 年 6 月 29日（土）13:30～15:00　龍ケ崎地域コミュニティ協議会

　　　４　平成 25 年 8 月03日（土）13:30～15:00　城ノ内コミュニティ協議会

　　　５　平成 25 年 8 月03日（土）17:00～18:30　長山地域コミュニティ協議会

　　　６　平成 25 年 8 月 24日（土）13:30～15:00　北文間コミュニティ協議会

　　　・龍ケ崎市インターネット市政モニターとの懇談会

　　　１　平成 25 年 6 月 27日（木）10:00～11:30

　　　２　平成 25 年 6 月 29日（土）10:00～11:30

　　　３　平成 25 年 6 月 29日（土）16:00～17:30

（２）職員への会議概要の報告

 　　①龍ケ崎市タウンミーティング：平成 25 年 7 月19日・8 月 28日

 　　②市政モニターとの懇談会：平成 25 年 7 月19日

（３）平成 25 年９月 28日から市公式ホームページで公開を開始した。

（４）インターネット市政モニターアンケート調査をデータベース化して閲覧可能とした。

（５）市長への手紙→庁議で７回，報告書を提出した。

（６）新たな広聴機能として「龍ケ崎市かたらい広場」制度の創設し，平成２６年４月から施行した。

目標到達度 目標達成 到達度     --- ％ 新たな広聴機能の構築

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

30,160 5,767,241 5,797,401

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79，279人） １ ７３ ７４

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート 

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 １ 仕事の成果と市民の納得

推 進 項 目 ― 定期的な市民の声の把握

取 組 項 目 ８ 新たな市民満足度調査の実施【企画課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　定期的な市民の声の把握の観点から，市が実施している施策やサービスに対する市民の満足

度を把握するため，平成 22 年度に市民まちづくりアンケートを実施し，市の最上位計画であ

る「ふるさと龍ケ崎戦略プラン」に反映しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　定期的に市民の声を把握し，市政に反映するため，前回のまちづくり市民アンケートの質問

項目を基本として，各課等で実施している市民アンケートと調整を行い，新たな市民意識調査

の質問項目を設定します。

　その後，市民満足度調査を実施し，次期の市の最上位計画を策定する際に活用するとともに，

市政運営に反映します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　新たな市民満足度調査の

　質問項目の整理・実施

質問項目

の整理 実　施 結果 の反映

達成目標
　新たな市民満足度調査の質問項目が精査され，平成 27 年度に実施するとともに，市政に反

映しています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　各課で実施している「市民アンケート」と「まちづくり市民アンケート」の質問内容を精査し，新
たな市民意識調査の質問項目について検討します。 

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）アンケート調査内容の精査

　　各課で実施している市民アンケートを抽出・分析し，その内容等を精査する。

（２）関連する内容の精査，新たな質問項目の検討

　　「各課アンケート」と「まちづくり市民アンケート」において，相互に関連する内容を精査し，

　関係課と調整しながら，社会経済情勢や市民ニーズの変化等を踏まえた新たな市民意識調査の質問

　項目を検討する。
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　平成 22 年度に作成した「市民まちづくりアンケート」の質問項目を精査した。前
回のアンケート作成から 3 年が経過しているため，社会経済情勢や市民ニーズの変化，
まちづくりの課題等を踏まえるとともに，各課との連携を図りながら，アンケートの
質問内容の情報収集に引き続き努めていく。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）平成 24 年度に各課で実施したアンケート調査の内容を確認するとともに，他自治体における

　　「まちづくりに関するアンケート調査」の内容を確認し，この間の社会経済情勢等を踏まえなが

　　ら，平成 22 年度に作成した本市の「まちづくり市民アンケート」の質問項目を整理した。

（２）「ふるさと龍ケ崎戦略プラン」に掲げる施策評価の一環として実施した近隣９市町との成果指

　　標実績値の比較結果を参考に，新たな質問項目を精査した。

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 質問項目の精査を実施

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 216,684 216,684

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79,279人） ０ ３ ３

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート 

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 ２ 目指すべき職員像と経営強化

推 進 項 目 ― 職員の業務能力の向上

取 組 項 目 12 人事評価制度の推進【総務課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　職員の業務能力の向上の観点から，人事評価制度を推進するとともに，平成 22 年度には評

価結果が勤勉手当に反映する仕組みを構築し，平成 23 年度から運用しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　職員の資質向上を図ることで，組織力を高め，より質の高いサービスを提供するため，人事

評価制度を推進します。

また，人事評価制度のレベルアップを図り，人事評価の結果を昇給及び昇格に反映します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　人事評価制度の推進
人事評価制度 の推進

(昇給に反映） (昇格に反映)

達成目標 　人事評価の結果が平成 26 年度の昇給，及び平成 27 年度の昇格に反映されています。　

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

・人事院勧告により,昇給抑制の提唱となる５５歳超の職員に対して,人事評価を反映させる。

・４級職の職制を見直し，昇格基準に人事評価を反映する案を作成する。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）過去における評価傾向の分析，反映シミュレーション

　　①問題点の整理・検討の実施
　　　・過去からの傾向の分析・今後の見込み
　　　・他市の状況調査
　　②反映後のシミュレーション
　　　財政課との協議（予算額への反映）

（２）組合との交渉による合意形成
　　　　　
（３）反映案の作成　
　　①点数・配分（人数）制限等の検討

　　②平成２６年度当初予算案への反映

　　③関連規定改正案の作成
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
□　概ね順調
■　遅れている
□　見直しが必要 

　55 歳超職員の昇給抑制については，給与減額措置や 55 歳超 6 級職員の 1.5％減額
と併せて実施することに対して，職員のモチベーション低下が懸念されるほか，他の
職員との均衡を図る必要性がある。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）過去における評価傾向の分析，反映シミュレーションを行い，外部人事評価コンサルティング

　　を交えて検証を行った。

　　　更に最高号給到達者への対応や現給保障者への影響を検証する必要性がある。

（２）既に昇給への反映を実施している団体に対し，運営方法やその課題について調査を行った。調

　　査結果を踏まえ，昇給幅や配分についての検証を行った。

（３）人事評価の昇給反映について，昇給幅や配分（人数）制限の案は作成したが，平成２６年度に

　　国の給与制度の総合的見直しが見込まれていることから，５５歳超の昇給停止も含めて平成２６

　　年度からの実施を見送った。

目標到達度 目標未達成 到達度     --- ％ 人事評価の昇給への反映未達成

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 1,733,470 1,733,470

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79,279人） 0 22 22

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

人事評価の昇給への反映 人事評価を昇給に反映している茨城県南の市：１０市のうち４市
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 ２ 目指すべき職員像と経営強化

推 進 項 目 ― 職員の業務能力の向上

取 組 項 目 13 新たな人材育成基本計画の策定【総務課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　職員の業務能力の向上の観点から，本市が目指すべき職員像や人材育成の方策などを定めた

「龍ケ崎市人材育成基本計画」を平成 24 年度に改正し，運用しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　複雑・多様化する行政需要に対応するとともに，業務体制の変更などにも柔軟に対応するた

め，正規職員に加え非正規職員の育成も勘案した，新たな人材育成基本計画（人材育成戦略プ

ラン（仮称））を策定します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　人材育成基本計画の推進

基本計画 の推進

　新たな人材育成基本計画

（人材育成戦略プラン

　(仮称)）の策定

新たな基本

計画の策定 新たな基本 計画の推進

達成目標
　正規職員及び非正規職員の人材育成を勘案した，新たな人材育成基本計画が平成 26 年度に

策定され，人材育成の取組が行われています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

・これまでの人材育成基本計画の取組評価

・新たな人材育成基本計画策定のための骨子作成

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）各種方策への取組評価
　　①方策の取組内容を検討する
　　②取組評価表を作成する
　　③取組評価表により評価を実施する

（２）人材育成基本計画での問題点，検討課題
　　上記評価の結果を踏まえ，問題点，課題を抽出する　　

（３）新たな計画策定準備
　　①検討課題を整理する
　　②他団体の取組状況を調査・研究する
　　③新たな計画の骨子を作成する
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
□　概ね順調
■　遅れている
□　見直しが必要 

・人材育成基本計画の評価が遅れており，新たな計画の策定準備に取り掛かれず，骨
子案は作成できていない。
・新たな基本計画の骨子作成にあたっては，幅広く職員の意見を聴取し，骨子に反映
させていく必要がある。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）現計画における方策の取組内容を抽出し，取組評価表を作成した。

（２）取組評価表を基に，担当者による評価を実施した。

（３）人事評価における勤務成績が良好でない職員に対して，人材育成の観点からサポートを行うプ

　　ログラム（仮称：人材育成サポートプログラム）を策定した。

目標到達度 目標未達成 到達度 --- ％ 骨子案の未作成

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 866,735 866,735

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

１００ 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79,279人） 0 11 11

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 ２ 目指すべき職員像と経営強化

推 進 項 目 ― 職員の意識改革と資質向上

取 組 項 目 14 業務改善の推進【企画課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　職員の意識改革及び資質向上の観点から，職員の創意工夫により事務能率及び政策形成能力

の向上を図ることを目的として，職員提案制度を推進しました。

　また，職員の積極的な業務改善に資するため，職員提案制度と人事評価制度との連携を図り，

「チャレンジ加点」制度を設けました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　職員の創意工夫により事務能率及び政策形成能力の向上を図るため，引き続き，職員提案制

度を推進します。

また，各課等で率先的に職場内業務改善運動を推進し，全庁的な業務改善運動を展開します。

さらに，業務の円滑化及び効率化を図るため，内部会議の統廃合を含めた見直しを行うととも

に，会議の構成員についても見直しを行います。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　職員提案制度の推進
職員提案 制度の推進

　業務改善運動制度(仮称)の

　構築・運用

制度構築 運用スタート

　内部会議の統廃合及び構成

　員の見直し

内部会議の

見直し

運用スタート

達成目標
　有効な提案が実行に移され，多方面でその効果が発揮されています。

　また，内部会議の充実により，業務の効率化が図られています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

・職員提案制度の採用提案実施を促進し，市民サービスの向上を図る。また，提案を提出する機運醸
　成を図るため，ワーキングチームをより活用する。
・業務改善の制度を構築し，より簡素で効率的な行政経営を目指す。

・内部会議が数多くあることから，整理し併せて構成員の見直しを図る。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）職員提案制度の推進

　　採用提案の実施し，事務能率や市民サービスの向上を図り，ワーキングチームの活用を促進する。

　　①担当課に対し，提案実施に向けて課題解決を行う。

　　②新たに，提案者がワーキングチームにおいてプレゼンテーションの機会を創出する。

（２）業務改善運動の制度構築

　　①先進自治体の情報収集

　　②表彰について研究

（３）内部会議の見直し

　　執行機関と附属機関の整理をするタイミングに合わせて，構成員の見直しと目的を達成した会議

　の廃止を行う。
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
□　概ね順調
□　遅れている
■　見直しが必要 

　職員提案制度は，職員自らから建設的な意見を提案し，職員の意欲や市民サービス

の向上等を図ることを目的として実施している。一方，業務改善運動は，組織内で問

題の発見や改善に繋げる団体行動を喚起し，発表に至るまでの仕組みを行うもので，

両者の違いが不明確で重複する可能性が高い。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）職員提案制度の推進

　　ワーキングチームの活用促進策として，ワーキング会議で提案者がプレゼンテーション実施の機

　会を創出し，ワーキング会議及び審査会において自ら目的や内容の説明を行う仕組みとした結果，3

　名からプレゼンテーション希望の申し出があった。

（２）業務改善運動の制度構築

　　①先進自治体の情報収集を行い，取り組み内容を参考に制度を調査した。

　　　・他自治体では庁内で最優秀に選ばれたチームが，全国大会への出場権を得られるよな仕組み

　　　　を作っていた。

　　　・調査において，当市の職員提案制度と当該運動は重複箇所が多く分かりにくいとの声や，大

　　　　掛かりな仕組みづくりは人手をかけるだけで効果が出にくいとの声が他市からあった。

　　②調査結果を参考に，行政経営の効率化に向けて新たな仕組みを構築していく必要がある。

（３）業務の円滑化及び効率化を図るために，内部会議の現状を把握して，執行機関と附属機関を整

　　理するタイミングに合わせて，構成員の見直しと目的を達成した会議の廃止を行った。

目標到達度 目標未達成 到達度 --- ％ 業務改善運動の制度設計未達成

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 1,083,419 1,083,419

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79，279人） 0 14 14

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

職員提案制度の提案件数 17件（平成 24 年度）→22件（平成 25 年度）
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 ２ 目指すべき職員像と経営強化

推 進 項 目 ― 定員管理の適正化

取 組 項 目 15 人的資源の最適配分の推進【総務課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　定員管理の適正化の観点から，平成 26 年 4 月 1 日までに市職員を 460 名とする第 5 次定

員適正化計画を推進しました。その結果，平成 23 年 4 月 1 日には市職員が 452 人となり，

計画の目標を前倒しで達成したことから，目標の見直しを行い，平成 26 年 4 月 1 日までに市

職員を 425 人とする第 5 次定員適正化計画（改訂版）を策定しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　総人件費を抑制するとともに，より簡素で効率的な行政運営を図るため，第 5 次定員適正化

計画（改正版）を推進し，市職員の適正配置を図ります。

　また，業務ごとにそれを担う職員像を明らかにしたうえで，人材配置計画（仮称）を策定し

ます。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　第 5 次定員適正化計画

　（改正版）の推進

 　定員適正化 計画の推進

　人材配置計画(仮称)の策定

人材配置計画

 （業務内容の

の策定    人材

明確化） 

配置計画の推進

達成目標

　第 5 次定員適正化計画（改正版）を推進し，平成 26 年 4 月 1 日現在で市職員が 425 人に

なっています。

　また，業務ごとにそれを担う職員像を明らかにしたうえで，正職員に加え，非正規職員の配

置を含めた，新たな人材配置計画（仮称）を平成26年度に策定し，運用しています。職員採

用も当該計画に従って，行われています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

・第５次定員適正化計画の目標値達成

・人材配置計画（仮称）の策定

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）第５次定員適正化計画の目標値達成(４２５人)

　　①平成２５年度勧奨退職者受付

　　②職員年齢構成の分析

　　③新規採用職員の人数確定（年齢基準の見直し検討）

（２）人材配置計画（仮称）の策定

　　①専門的職務，定型的事務の調査，分析

　　②任用形態の整理

　　　・非正規職員の各課配置のためのヒアリング

　　　・専門職の在り方について検討

　　③人件費のシミュレーション

　　　・任用別人件費の調査

　　　・これまでの人件費の分析と今後の推移シミュレーション

　　④部門別配置の検討

　　　・新たな事務事業の想定と部門別配置計画（案）の策定

　　　・組織，機構編成にあわせた人員配置の検討
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
□　概ね順調
■　遅れている
□　見直しが必要 

・任用形態別の職員配置計画は，組織の変更等に影響を受けやすく，機構改革等が実
施されると，計画内容の大幅な変更が必要となる。

・新たな計画策定等にあたっては，企画，財政部門等と協議・連携して取り組んでい
く必要がある。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）第５次定員適正化計画の目標達成

　　①平成２５年度勧奨退職者の受付を６ヶ月間（４月～９月）実施した。

　　②職員の年令構成を分析し，新規採用職員の年令基準の見直しを行い，昨年までの上限３９歳か

　　　ら今年度は２９歳まで引下げた。

　　③新規採用職員を１１名採用し，その結果， 定員適正化計画の目標値である４２５人に対して，

　　　実績値は４２６人（任期付職員を除く）となった。

（２）人材配置計画の策定

　　現在の職員配置状況図と配置計画案を作成して，平成 26 年度からの組織機構の改編による各部

　署の業務量を検討した。併せて，非正規職員の各課配置のためのヒアリングを実施して，適正な人

　員配置を行った。

（３）大幅な機構改革にあわせて，役職別人員構成の推移や年齢別人員の推移・予測を分析し，中長

　　期的要員計画の参考資料を作成した。

　

目標到達度 目標未達成 到達度 …… ％ 計画策定完了，職員数 426/425 名

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 866,735 866,735

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

１００ ０ ０ ０

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79,279人） 0 11 11

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

職員数 平成２６年４月１日現在：４２６名
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 ２ 目指すべき職員像と経営強化

推 進 項 目 ― 柔軟で効率的な組織・機構の見直

取 組 項 目 16 効率的で柔軟な組織機構の構築【総務課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　柔軟で効率的な組織機構の見直しの観点から，時代の変化や市民の期待に即応できる効率的

かつ合理的な組織機構として，平成 23 年 5 月にこれまでの 7 部 35 課等から 7 部 33 課等

に見直しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　今後も地方分権及び地域主権の進展とそれに伴って求められる公共サービスに対応した人員

確保の観点を踏まえ，政策課題等に取り組むことのできる組織機構を構築します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　組織機構の見直し・運用
組織機構の

見直し
運用スタート

達成目標 　平成 26 年 4 月に組織機構が改正され，業務が横断的に行われています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　政策調整機能のさらなる強化，ブランド戦略及び生涯学習事業の推進体制を見直し，組織機構案を

作成する。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）組織の在り方を検討

　　①政策調整機能の一層の強化

　　②ブランド戦略の推進体制見直し

　　③生涯学習事業の推進体制見直し

（２）部設置条例及び行政組織規則改正案の作成
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

■　順　調
□　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

・組織・機構の改編スケジュールは，例年に比べて３か月遅れたが，１月に議会，２

　月に職員へ説明を実施した。

・市民への周知については，議会の議決後であったことから，新年度当初発行の広報

　紙（りゅうほー４月前半号）による周知となった。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）主な取組み内容

　　①市民本位のサービスを展開できる組織改編

　　　人事行政課による職員の育成強化と多様な任用形態への対応，市民窓口課による総合的な窓口

　　　業務の推進などを図った。

　　②社会変化や住民ニーズ，権限委譲・法改正など，新たな行政課題に対応した組織改編

　　　情報政策課で社会保障・番号制度，交通防犯課新設により空き家問題の対応，シティセールス

　　　課新設によりブランド戦略の推進（市のイメージ戦略と情報発信の強化），生涯学習課新設に

　　　よりシルバー世代等の生きがいや学びの欲求への対応を図った。

　　③マネジメント機能の強化，意思決定の迅速化に対応した機能的な組織改編

　　　政策立案・調整機能を新設の総合政策部に集約して市長の政策的判断を迅速に反映するととも

　　　に，危機管理監，危機管理室の市長直轄化と危機事象の一元管理を図った。

　　④公共施設の合理的な管理運営と再編成，指定管理者制度導入等を踏まえた組織改編

　　　資産管理課新設により，公共施設再編成やスポーツ施設の指定管理者制度適用の推進，スポー

　　　ツ推進課新設によりスポーツ健康都市の具体化を図った。

（２）（１）を踏まえ，全庁的な組織・機構の改編案を作成して庁議を経た後，これらを市議会全員

　　協議会において説明し，３月の市議会定例会に部等設置条例の一部改正案を提出した。並行して，

　　諸例規の改正案を作成した。

（３）広報紙を活用した市民への周知は，新年度が開始されてから数日後となるため，当面，窓口で

　　丁寧な案内を行うよう各課へ通知した。

　　　　　　　　　　　　

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 2，672，433 2，672，433

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79,279 人） 0 34 34

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

部課等の数 H26 年度：５部 35 課　　　※H25 年度：５部 34 課　
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 ２ 目指すべき職員像と経営強化

推 進 項 目 ― 柔軟で効率的な組織・機構の見直し

取 組 項 目 17 審議会・委員会等の見直し【企画課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　市民参画の推進の観点から，審議会・委員会等の委員構成は市民参画を基本に公募を行い，

審議会・委員会等を運営しました。

　また，女性委員の拡充を図るため，審議会・委員会等の委員の改選時期には，女性の登用に

配慮しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　社会経済情勢等の変化を踏まえ，既存の審議会・委員会等の見直しを行い，設置目的が薄れ

た審議会・委員会等や類似する審議会・委員会等の統廃合・再編成を行います。

また，審議会・委員会等の見直しと併せて構成員についても見直します。

　このほか，公募による市民参画だけではなく，無作為抽出などの手法も検討し，「龍ケ崎市

審議会等の設置及び委員選任に関する要綱」を見直します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　審議会・委員会等の統廃合

　及び構成員の見直し・運用
審議会の 見直し 運用スタート

　

達成目標
　平成 26 年度にそれぞれの審議会・委員会等の設置目的に応じた体制の検討が行われ，平成

27 年度から「龍ケ崎市審議会等の設置及び委員選任に関する要綱」が運用されています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　審議会，委員会等の設置，運営状況を精査し，統廃合・再編成を行うほか，委員の選任及び公募方
法などの見直しを行い，「龍ケ崎市審議会等の設置及び委員選任に関する要綱」の改正を行う。 

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）審議会等の設置及び運営状況の調査

　　各課の審議会等の設置・運営状況等について調査する。

（２）｢龍ケ崎市審議会等の設置及び委員選任に関する要綱｣の改正検討

　　審議会等の位置付けを整理するとともに，委員の選任及び公募方法等の見直しを踏まえた要綱の

　改正を行う。
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　要綱等で定められた協議会等の設置状況を調査すると共に，法令による会議の位置
付けを明確化するための整理，見直しを行った。また，この見直しを踏まえて，「審
議会等の設置及び委員選任に関する要綱」を廃止し，新たな要綱を制定した。無作為
抽出による手法は，公募状況や実施方法などを踏まえ，十分に検討する必要がある。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）審議会等の設置及び運営状況の調査

　　①法令による会議の位置付けを明確化するため，「龍ケ崎市審議会等の設置及び委員選任に関す

　　　る要綱」で規定する審議会等のうち，要綱等で定められた協議会等の設置及び運営状況につい

　　　て調査した。

　　②調査の結果を踏まえ，関係課等を対象に「附属機関等に関する説明会」を開催し，附属機関と

　　　要綱等で定められた協議会等それぞれの基準や相違点などについて説明するとともに， 当該基

　　　準等に照らし合わせて，審議会等の統廃合や条例化の見直しを行った。

　　（見直し）

　　　・要綱等で定められた協議会等（21 機関）→条例化（新設・統合）：14機関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  →廃止：6 機関

（２）｢龍ケ崎市審議会等の設置及び委員選任に関する要綱｣の改正検討

　　①附属機関と懇談会等（附属機関に該当しない組織）の定義をはじめ，委員の選任及び公募，会

　　　議の運営など，附属機関等の取扱いに関し必要な事項を定めた「龍ケ崎市附属機関等の取扱い

　　　に関する要綱」を新たに制定した。

　　　※｢龍ケ崎市審議会等の設置及び委員選任に関する要綱」の廃止

　　②無作為抽出による市民公募の手法について，先進自治体の事例を調査した。

　　　※公募市民無作為抽出型登録制度：三鷹市，生駒市など

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 調査完了，新たな要綱の制定

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 1,444,558 1,444,558

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79,279人） 0 19 19

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ５ 市民の視点から捉えた事務事業の総点検

推 進 項 目 ― 行政評価システムのレベルアップ

取 組 項 目 41 新たな行政評価制度の構築・推進【企画課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　行政評価システムのレベルアップの観点から，第 5 次総合計画の進行管理は施策評価で行い，

評価結果を翌年度の事業や予算に反映するとともに，ふるさと龍ケ崎戦略プランの基礎資料と

して活用しました。

　また，事務事業評価の一環として，平成22年度及び平成23年度に事業仕分けを実施し，事

務事業の見直しを行いました。

　施策評価及び事業仕分けの結果は，広報紙及び市公式ホームページに掲載し，幅広く公表し

ました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　ふるさと龍ケ崎戦略プランの進行管理は，これまでの施策評価を見直し，施策及び事務事業

を一体的に評価する新たな施策評価を実施します。

　また，ふるさと龍ケ崎戦略プランに位置づけられていない事務事業の見直しについては，新

たな事務事業評価を構築し，実施します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　新たな施策評価の実施
新たな施策 評価の実施

　新たな事務事業評価の

　構築・実施

制度構築・試行 新たな事務 事業評価の実施

達成目標
　施策評価と事務事業評価を実施し，施策及び事務事業に反映されています。

　また，行政評価の結果がわかりやすく公表されています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 
達
成
目
標

　・各施策とそれに関連する事務事業を一体的に評価できる施策評価を実施する。

　・ふるさと龍ケ崎戦略プランとともに，政策実行の両輪となる第6次行政改革大綱の着実な実行に向

　　け，後期アクションプラン掲載事業を対象とした事業評価のための仕組みづくりを行う。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）新たな施策評価の実施
　　①　一体的な評価のための評価シートの導入
　　　ふるさと龍ケ崎戦略プランに掲載する各施策及びそれに関連する主要事業とを一体的に評価で

きる施策評価の実施に向け，各施策と関連事業とを互いに関係づけた「進捗状況評価シート」
「進行管理シート」を導入する。

　　　・進捗状況評価シート…各施策ごとに作成するシート
　　　・進行管理シート…各主要事業ごとに作成するシート
　　②　評価のステップ
　　　これまでの施策評価ステップを見直し，外部視点での評価を充実させた以下のステップにより

施策評価を実施する。
　　　・担当課による自己評価（シートの作成）
　　　・企画課による評価内容の精査
　　　・第１次評価　行政経営推進会議
　　　・（報告・意見聴取）　まちづくり市民会議（ふるさと龍ケ崎戦略プラン策定に参画）
　　　・第２次評価　行政経営推進本部
　　　・第３次評価　行政経営評価委員会
（２）新たな事務事業評価の構築・実施

　　①　後期アクションプラン掲載事業を対象とした評価の実施に向け，評価シートを導入する。

　　②　評価対象事業を所管する課に対し，評価シートによる定期的な進捗状況の報告を依頼する。
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　施策評価の取り組みが初年度のため，手法等について内部協議を重ねたことで若干
の遅れが生じたが，概ね順調に進捗した。今後は，実施工程と比較し進捗が遅れてい
る事務事業について，重点的に推進しながら，評価の一層の充実にも努めていく必要
がある。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）新たな施策評価の実施
　　① 一体的な評価のための評価シートの導入
　　　　・進捗状況評価シート…各施策（ふるさと龍ケ崎戦略プランに掲げる12のまちづくり宣言）
　　　　　　　　　　　　　　　ごとに作成　→　【各施策と主要事業を関連付けて一体的に評価】
　　　　・進行管理シート　…　各主要事業（ふるさと龍ケ崎戦略プランに掲げる主要80事業）を
　　　　　　　　　　　　　　　中心に作成　→　【コスト情報や実績・成果に関する指標を掲載】
　　　② 評価のステップ
　　　　各主要事業の所管課において進行管理シート及び進捗状況評価シートを作成し，内部での評

価を進めた。また並行して，近隣市町の実績データとの比較（ベンチマーキング）を取り入れ
たり，まちづくり市民会議において意見聴取をするなど評価の充実を図った。

（２）新たな事務事業評価の構築・実施
　　①　ふるさと龍ケ崎戦略プラン用の「進行管理シート」との整合を図った後期アクションプラン
　　　用評価シートを導入した。
　　②　シート導入後，評価対象事業を所管する課に対し，4月（年度当初），10月（中間），翌3
　　　月（実績）の3回，進捗状況の報告のためのシート作成を依頼した。

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 施策評価，事務事業評価の実施

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

53,595 3,828,079 3,881,674

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79,279人） 1 49 50

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ５ 市民の視点から捉えた事務事業の総点検

推 進 項 目 ― 各職場における業務の総点検

取 組 項 目 42 情報資産の利活用【情報政策課】

１　取組項目の内容

前期アクショ

ンプランの取

組結果

　各職場における業務の最適化の観点から，平成 23 年度に中央図書館の図書検索システムを

更新する際，システム運用経費の削減及び広域化の事務統合などが可能となる，クラウドシス

テムを導入しました。

後期アクショ

ンプランの取

組内容

　既存システムを更新する際は，引き続き，費用対効果を検証したうえで，順次クラウド化を

推進します。

　また，基幹系システムなどの情報管理について，コストの適正化の観点から，必要な情報が

どのような形状で管理・保管されているのかなどを把握し，情報資産利活用が可能となるデー

タベースシステムを導入します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　クラウド化の推進
クラウド化の 推進

　情報資産利活用システムの

　構築・導入

情報資産利活用 システムの検討 構築・導入

達成目標
　既存システムを更新する際は，費用対効果を検証したうえで，クラウド化が図られています。

また，情報資産利活用システムが構築され，コストの適正化などが図られています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　クラウド型，若しくは将来的なクラウド化に対応可能となる総合福祉システムの構築完了と，新し
い情報資産の管理・利活用方策の情報システム中期事業計画及び平成２６年度予算への位置付け。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）総合福祉システム構築におけるクラウド化の推進
　　障がい者福祉システム等福祉系６システムを統合した「総合福祉システム」の構築を進めるにあ
　たり，クラウド化を前提に取り組む。
　　①具体の取組内容
　　　・関係課ワーキングの開催
　　　・ＲＦＩ（情報提供依頼）の実施
　　　・仕様書の作成
　　　・プロポーザルの実施
　　　・構築作業の進行管理

（２）（仮称）情報資産利活用データベースシステムの検討
　　ITコストの適正化に向けて，新しい情報資産管理・利活用方策に関する検討を進め，（仮称）情
　報資産利活用データベースシステム構築の実現を目指す。
　　①具体の取組内容
　　　・先進事例（川口市等）の研究
　　　・住民情報基盤研究会への参画と成果品の活用
　　　・有効性の検証
　　　・情報システム中期事業計画への提案
　　　・予算化準備
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

■　順　調
□　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　総合福祉システムについては，平成２６年４月１日から新システムが稼働した。
　情報資産の利活用については，情報システム中期事業計画に「情報資産利活用デー
タベースシステムの構築」を位置付け，２６年度から構築を開始する。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）総合福祉システム構築におけるクラウド化の推進

　　関係課によるワーキングを通して，クラウド型システムの採用を前提に仕様書や機能要件等をと

　りまとめ，それに基づきプロポーザルを実施した。その結果，「北日本コンピュータ㈱」を優先交

　渉権者として契約を締結し，平成２６年４月１日から新システムが稼働した。

　　内容的にもクラウド型の採用により業務効率化にもつながるシステムを採用することができた。

（２）（仮称）情報資産利活用データベースシステムの検討
　　先進事例の研究や先進自治体が参加する住民情報基盤研究会への参画を通して具体的なシステム
　構築に関する検討を進め，「情報資産利活用データベースシステム」として情報システム中期事業
　計画を提出して承認後，平成２６年度の実施が位置付けられた。

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ クラウド型システムの導入等

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

62,720,700 10,617,503 73,338,203

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民 1人当たり（79,279人） 792 140 932

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

クラウド型システムの導
入件数

龍ケ崎市：４件（図書館情報システム，被災者支援システム，ホームページ
作成システム，総合福祉システム）
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ５ 市民の視点から捉えた事務事業の総点検

推 進 項 目 ― 民営化・民間委託の推進

取 組 項 目 43 指定管理者制度等の推進【企画課・スポーツ振興課・こども課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　民営化・民間委託の推進の観点から，指定管理者制度を導入する公の施設について検討を行

いました。平成 26 年度に総合運動公園に指定管理者制度の適用を目指すこととしました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　平成 26 年度に総合運動公園等のスポーツ関連施設に指定管理者制度を適用するとともに，

他の公の施設についても指定管理者制度の適用について検討を行い，順次，民間活力を積極的

に活用します。

　また，社会福祉法人等の民間活力を導入し，旧大宮保育所及び旧北文間保育所跡地に私立認

可保育所を開設します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　指定管理者制度の推進

（総合運動公園等へ適用，

　順次活用）

指定管理者制度

(総合運動公園

の推進

等に適用) 順次 活用

　民間活力の導入

（旧大宮及び旧北文間保育所跡地

に私立認可保育所を開設）

民間活力の

(私立認可保育

導入

所の開設)

達成目標
　指定管理者制度及び民間活力の導入などに伴い，民事業者による公共サービスが展開されて

います。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

  ・平成 26 年度からの総合体育館外 13 施設への指定管理者制度の適用準備の完了

  ・(仮)まつやま大宮保育園（定員45名）及び（仮）なないろ保育園（定員45名）の8月開園

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）総合体育館外 13 施設への指定管理者制度適用準備
　　①申請要領・仕様書の確定（5月下旬～6月上旬）
　　②申請要領等配布（6/21～7/12）・説明会の開催（7/2）・申請受付（7/23～8/9）
　　③申請書類確認・申請者の申請条件の確認（～9月上旬）
　　④第1回指定管理者選定委員会の開催（9月下旬）

   　申請者の申請条件の確認結果の報告及び承認と申請者からのプレゼンテーションの実施
      　※選定委員会による審査をより一層，公平・公正に行うため，新たに外部識者等の登用を行う
　　　等，構成メンバーを変更する。
　　⑤第2回指定管理者選定委員会の開催（10月上旬）
　　　申請書類やプレゼンテーションを勘案し，優秀者を指定管理者候補者として選定
　　⑥第4回定例会での指定管理者の決定（12月下旬）
　　⑦協定締結，事務引継（1月～）

（２）私立認可保育所の開園スケジュール
　　①保育所設置認可に向けての申請書の作成等県調整及び申請書の提出（5～6月）
　　②りゅうほーでの開園に向けての周知（6月）
　　③りゅうほー等での入所者の募集（6～7月）
　　④入所者の選考（7月）

　　⑤開園（8月）
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

■　順　調
□　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　総合体育館外 13 施設への指定管理者制度の適用準備やまつやま大宮保育園，なな
いろ保育園の開園については，計画どおり完了させることができた。今後は，各施設
における管理運営等がサービス向上や利用者の安全対策等，所期の目的に沿って適切
に行われているか定期的に確認していく必要がある。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）総合体育館外 13 施設への指定管理者制度の適用準備

　　①申請要領・仕様書の確定：5/22，6/6 の庁議での協議を経て確定

　　②申請要領等配布：6/21～7/12，申請受付：7/23～7/31，説明会開催状況：29 者参加

　　③申請に当たっての質問：18 者から 178 項目，申請者数：10 者

　　④申請者 10 者によるプレゼンテーションの実施：8/22（第 4 回指定管理者選定委員会）

　　⑤指定管理者候補者の選定：9/6（第 5 回指定管理者選定委員会）

　　　選定委員会による審査基準表に基づいた評価を行い，最も評価の高かった下記申請者を選定

　　　候補者：たつのこまちづくりパートナーズ

　　　【構成：㈱コナミスポーツ＆ライフ（代表），常陽メンテナンス㈱，東洋メンテナンス㈱】

　　⑥第 4 回定例会での指定管理者の決定：たつのこまちづくりパートナーズ

　　⑦指定管理者との業務の引継ぎ，管理運営に当たっての基本協定，年度協定の締結

（２）私立認可保育所の開設

　　①新設保育所 2 園の開園に向け，保育所設置法人に保育所設置認可申請書類の作成とその他関係

　　　手続き等の指導とともに，保育所設置認可申請に係る市長意見書等を作成後，6 月に県に対し

　　　て保育所設置認可申請を行った。

　　② 7/31 に県知事より設置認可を受け，まつやま大宮保育園・なないろ保育園の８/１開園に至り，

　　　年々高まる保育需要への対応が図られた。　

　まつやま大宮保育園 （社福）山ゆり会
定員 45 名

児童数22 名（8/1）　39 名（３/1）

　なないろ保育園 （社福）健伸会 児童数13 名（8/1）　29 名（３/1）

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 指定管理準備完了，保育所 2 園開園

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

210,046,000 9,389,628 219,435,628

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

15 85

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民 1 人 当たり（79,279 人） 2,650 119 2,769

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

保育所待機児童数
（H26.4.1 現在）

龍ケ崎市 0 人（２園が開園した 8 月 1日現在：0 人）
牛久市 0 人，つくば市 39 人，守谷市 6 人，つくばみらい市 14 人
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ５ 市民の視点から捉えた事務事業の総点検

推 進 項 目 ― 市民サービスの向上

取 組 項 目 44
窓口サービスの機能強化【市役所本庁舎 1階及び 2階の担当課

（市民課など）・企画課・情報政策課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　市民サービスの向上の観点から，住民情報基幹系システムの再構築を行い，転入転出の手続

きや，各種証明書の発行が 1 箇所で行うことができるシステムへの変更及び整備を行いました。

これに伴い，総合的窓口が平成 23 年度に開設されました。

　また，平日昼間に市役所に来庁することができない市民のために，平日夜間及び休日の窓口

開設を平成24年度に試行的に実施しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　市民サービスの向上の観点から，引き続き，平日夜間及び休日の窓口開設を実施します。

また，既存のシステムを更新する際，他の部門のシステムとの連携を図り，窓口サービスの

充実を図ります。

　このほか，総合運動公園などのスポーツ施設のほか，文化会館その他の公共施設もインター

ネット予約の拡充を図ります。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　平日夜間及び休日の窓口開設
平日夜間・ 休日の窓口開設

　システム連携の強化
システム連携 の強化

　公共施設インターネット予約

　の拡充

インターネット 予約の拡充

達成目標
　平日夜間及び休日の窓口開設，システム連携の強化，公共施設インターネット予約の拡充に

伴い，窓口サービスの機能強化が図られています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

  ・窓口業務の平日夜間・休日開庁について試行結果を踏まえて執行体制等を検討し，対象業務及び
     実施曜日・時間帯を確定させて，平成 26 年 4 月から本格実施に移行する。
  ・福祉関連窓口の市民サービス向上に資する総合福祉システムを構築する。

  ・公共施設インターネット予約拡充の方針を確認する。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）窓口業務の平日夜間・休日開庁の本格実施

　・試行結果の分析（窓口・実施日別のデータ集計による検証）

・対象業務・実施曜日・時間帯の確定（関係各課との協議）

・先進事例の調査・研究（東京都葛飾区ほか）
（２）福祉関連窓口の市民サービス向上につながる総合福祉システムの構築
　　　福祉関連窓口相互の情報連携やプッシュ型サービス実現等，市民サービスの向上を念頭に，現

行の生活保護，障がい者福祉，児童扶養手当システムなど6つの福祉系システムを統合した総合
福祉システムの構築を進め，ＩＴの側面から窓口サービスの機能強化を支援する。

　　・関係課ワーキングの開催
　　・ＲＦＩ（情報提供依頼）の実施
　　・仕様書の作成
　　・プロポーザルの実施
　　・構築作業の進行管理
（３）公共施設インターネット予約拡充の方針確認
　・現行システムの利用状況や指定管理制度導入の動向等の検証

・他市町村類似施設の事例調査
・新たなシステム導入の可能性や現行システムの改善等について担当課と協議　
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　窓口業務の平日夜間・休日開庁については、各課別の来庁舎データを分析した上で
来年度の開庁体制について調整していく必要がある。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）窓口業務の平日夜間・休日開庁の本格実施

開庁日時 開庁窓口 来庁者実績

平日夜間
毎月第2・4木曜日

17時15分～19時

本庁舎１階（全フロア）

２階（学務課・青少年育成課）

H25.4～9月

38.1人/日

休　日
毎月第3日曜日

9時～16時
市民課

H25.4～9月

47.8人/日

　・5月15日に福祉窓口の総合窓口化に先進的に取り組む葛飾区役所を視察。副市長ほか担当者10名

　　が出席し，福祉総合窓口や窓口業務のアウトソーシングの現状等についての視察研修を行った。
（２）福祉関連窓口の市民サービス向上につながる総合福祉システムの構築

　　　関係課によるワーキングを6回開催し，仕様書や機能要件等をとりまとめ，それに基づきプロ

ポーザルを実施した。その結果，「北日本コンピュータ㈱」を優先交渉権者として選定し，各業

務の要件定義を経て契約を締結し，構築作業に着手した。
　　　内容的にもより円滑な業務間情報連携が可能となる等，市民サービス向上や相談機能強化が期
待できるシステムを採用することができた。

（３）公共施設インターネット予約拡充の方針確認
　　　対象公共施設や新たなシステム導入の可能性，また，現行システムの改善等についての研究を

行った。現時点では具体の方向性を固めるに至ってはいないが，引き続き，現行システムの利用
状況や指定管理制度導入の動向等を踏まえ，研究を進める。　

目標到達度 目標未達成 到達度 --- ％ 
インターネット予約拡充の方向性が未

確認

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

62,909,400 13,723,303 76,632,703

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

99 0 0 1

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民 1人 当たり（79,279人） 794 173 967

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ５ 市民の視点から捉えた事務事業の総点検

推 進 項 目 ― 施設の有効活用

取 組 項 目 45 公共施設再編成の基本方針の推進【企画課・財政課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　施設の有効活用の観点から，少子高齢化の進行及び人口減少社会等に伴う公共施設の機能面

の乖離及び今後の公共施設更新に伴う財政負担を踏まえるとともに，公共施設の必要性の高い

機能を確保するため，「龍ケ崎市公共施設再編成の基本方針」を平成 24 年度に策定しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　公共施設再編成の基本方針の基本的な考え方を踏まえ，公共施設の再編成を推進するため，

個別の施設の取扱などを具体的に定めた行動計画を策定し，行動計画に基づき個別の施設の見

直し及び官民連携を推進します。

　また，公共施設の長寿命化を図るため，各施設の修繕履歴等の情報のデータベース化を行い

ます。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　行動計画の策定・推進
行動計画の策定 行動計画 の推進

　官民連携の推進
官民連携の 推進

　公共施設の長寿命化の推進
長寿命化の 推進

達成目標
　公共施設再編成の基本方針に基づく行動計画が平成 25 年度に策定され，公共施設の機能面

や管理面の改善，再編成などを計画的に推進しています。

　また，各施設の修繕履歴等がデータベース化されています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標

・公共施設再編成の基本方針に基づく行動計画を策定する。
・官民連携の推進を行う。

・各施設の修繕履歴等のデータベース化を行う。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど

（１）行動計画の策定・推進

　　①第１期行動計画への登載事業の検討

　　　指定管理者制度の適用施設の拡大，学校給食センターの再整備等について，第１期行動計画へ

   の登載を検討する。

　　②有識者会議の設置

　　　学識経験者や先進的な取組を行っている地方公共団体職員を構成員とした有識者会議を設置し，

　行動計画に登載する公共施設の選定について，施設の分類（建替え，改修，統廃合）及び適用

　時期の優先順位の考え方を設定する。

　　③行政経営推進本部及び行政経営推進会議での協議

　　　本市の公共施設の現状と課題の分析の進捗状況に合わせ，行政経営推進本部及び行政経営推進

　会議にて，内部協議を行う。

　　④公共施設再編成に関する情報共有

　　　当市の公共施設更新問題等について，市民と情報共有を図るため，シンポジウムを開催する。

（２）官民連携の推進

　　平成26年3月に指定期間が満了となる８施設の指定管理者の更新を行うとともに，総合体育館外

　13施設への新規適用（平成26年度～）に向けた準備を行う。

（３）公共施設の長寿命化の推進

　　各施設の修繕履歴等のデータベース化を行う。
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
□　概ね順調
■　遅れている
□　見直しが必要 

・第１期公共施設再編成の行動計画の登載事業の選定について，行政経営推進会議で
　整理した。今後，行政経営推進本部での了承を得て，素案の作成を進める。
・平成 26 年度より指定管理者制度適用施設数は，総合体育館外13 施設も含めて 23
　施設となる。今後もその拡大に向けて，対象施設の検討を行っていく必要がある。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）行動計画の策定・推進　　　　　　　　　　　　　　

　　①第１期行動計画への登載事業の検討

　　　再編成の必要性がある施設として，学校給食センターなど

　　　１０施設を第１期行動計画へ登載に向けて所管課等と協議

　　　し整理した。　　

　　②有識者会議の設置

　　　学識経験者や先進的な取組を行っている地方公共団体職員　

　　　を構成員とした有識者会議を全５回開催した。公共施設の

　　　新しい「カタチ」の考え方，及び行動計画を策定する際の

　　　留意点について平成２５年１１月に提言を受けた。

　　③行政経営推進本部及び行政経営推進会議での協議

　　　①，②の進捗状況に応じて，行政経営推進会議及び庁議（

　　　行政経営推進本部と類似メンバー）を開催し，内部協議を

　　　行った。協議結果を今後の行動計画策定に反映させる。

　　④公共施設再編成に関する情報共有

　　　平成25年8月10日，文化会館小ホールで約200人の市民

　　　参加により，公共施設再編成シンポジウムを開催した。

（２）官民連携の推進

　　　官民連携の一環として推進している指定管理者制度については，議会での議決を受けて，佐貫

　　　中央第1・2駐輪場等，指定期間満了となる8施設と新規適用となる総合体育館外13施設に係る

　　　平成26年度からの指定管理者が決定され，市・指定管理者間での管理運営に関する協定の締結

　　　が全て完了した。

（３）公共施設の長寿命化の推進

　　　各施設の修繕履歴図面，設備管理カード等の施設情報データを収集した。

目標到達度 目標未達成 到達度 --- ％ 行動計画の未策定，データベース未完成

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

1,205,170 10,617,503 11,822,673

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（79,279人） 16 134 150

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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図 公共施設の新しい「カタチ」の概念図 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ６ 未来につながる安定した財政運営

推 進 項 目 ― 財政収支の把握・財政情報の公表

取 組 項 目 46 財政情報の公表【財政課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　財政情報の公表の観点から，予算・決算の概要を家計に例えてわかりやすく公表したり，予

算の編成過程を節目節目で公表したり，財務諸表などの財政情報を積極的に公表しました。

　また，財政規律の強化の観点から，「龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例」及び施

行規則を平成24年10月に施行し，この中で財政収支の見通しなどの公表を義務付けました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　財政状況に関して市民との情報共有を図るため，毎年度の当初予算の状況を含めた編成過程

及び歳入歳出決算の状況などを公表します。

また，単年度の財政状況だけでなく，長期的な視点から，財政収支の見通しについても公表

します。

　このほか，金融機関等に企業会計の分析手法を勘案した財政情報を提供します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　当初予算の状況及び編成過程など

　の公表（条例第 6 条関連）

当初予算 などの公表

　財政収支見通しの公表

　（条例第17条関連）

財政収支 見通しの公表

　企業会計を勘案した財政

　情報の提供（条例7条関連）

財政情報の 提供

達成目標
　当初予算の編成過程の状況などが公表され，財政状況について市民と共有化が図られていま

す。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　分かりやすさに配慮した財政情報を公表するとともに，金融機関等にも公表する。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）条例第 6 条及び条例第 17 条関連
　　これまで公表してきた各種の財政情報を整理し，ホームページのリニューアルを機に、見やすい
　公表方法を検討し，実施する。

（２）条例7条関連

　　金融機関等への情報提供の時期・方法・内容を検討し，実施する。
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　条例に基づく情報提供・公表を順次進めている。金融機関への情報提供は内容の検
討が課題である。 

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）条例に基づく、財政情報等の適時公表 

当初予算の状況 ホームページ（予算書 3 月）

広報紙（予算の概要４月） 

歳入歳出決算の状況 ホームページ（決算から見える財政状況８月）

広報紙（決算の状況１０月） 

決算統計に基づく決算の状況 ホームページ（決算カード・決算の概要８月） 

基金，地方債，債務負担行為の支出予定額の状況 ホームページ（決算から見える財政状況８月） 

主要施策の成果報告書 ホームページ（10 月） 

健全化判断比率及び資金不足比率の状況 ホームページ（9月） 

財務諸表 ホームページ（１２月） 

財政収支見通しの公表 ホームページ（10 月） 

（２）条例に基づく、金融機関への財政情報の提供

　　行政キャッシュフロー計算書を作成し，決算統計に基づく決算の状況や健全化判断比率及び資金

　不足比率の状況 の情報等と併せて，「龍ケ崎市の財政状況」という冊子にまとめ 11 月末に市内各

　金融機関等へ配布するとともに，ホームページへ掲載を行った。

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 条例に基づく適時公表の完了

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 　　　　　　433,367 　　　　　　    433,367

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民 1人当たり（79,279人） 0 6 6

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

金融機関への財政情報提
供

「龍ケ崎市の財政情報」冊子配布　⇒　市内金融機関 5件
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ６ 未来につながる安定した財政運営

推 進 項 目 ― 中期財政計画の策定・推進

取 組 項 目 47 中期財政計画の推進【財政課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　財政健全化プランの策定・推進の観点から，基礎自治体としての責任と役割を果たすととも

に，持続可能な行政運営を担保する柔軟な財政構造を構築するため，「龍ケ崎市第 3 次財政健

全化プラン」を平成 22 年 5 月に策定し，財政健全化に関する取組を推進してきました。

　また，財政規律の強化の観点から，「龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例」及び施

行規則を平成24年10月に施行し，当該条例及び施行規則の中で財政運営の目標を達成及び維

持するため，「中期財政計画」を平成24年度に策定しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　財政力の向上を図るため，財政指標を用いて 5 つの目標を定めた，中期財政計画を推進しま

す。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　中期財政計画の推進
中期財政 計画の推進

達成目標 　中期財政計画で定めた 5 つの目標を達成しています。

2　平成 25 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　5 つの財政目標を達成するため、中期財政計画に沿った財政運営を図る。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）第 3 次財政健全化プランの総括を実施し，３カ年の成果と課題をまとめる。

（２）（１）を踏まえた取組みを継続するとともに，持続可能な財政基盤を構築するため，中期財政

　　計画に沿った財政運営を行う。
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３　平成 25 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　実績については、決算に基づいて財源確保額を毎年公表している。３年間の取組の
成果をまとめ、今後の課題を明らかにしていく。 

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

　第３次健全化プランの３年間の実績をまとめ、広報紙やホームページで公開した。また，計画の取

組内容や成果と課題についてまとめるとともに，中期財政計画で定めている財政収支見通しにも反映

させた。

第 3 次財政健全化プラン期間中の効果額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

歳　入 H22 H23 H24 H22～H24 計 目標値 

財源確保額 1,063 232 382 1,677 100 以上 

歳出削減額 △755 △1,652 △1,437 △3,844 △1,100 以上 

歳入効果額 1,818 1,884 1,819 5,521 1,200 以上 

目標到達度 目標未達成　 到達度 --- ％ 
条例に基づく財政運営目標値の

未達成

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 72,228 72,228

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民1 人当たり（79,279 人） 0 1 1

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

財政運営の５つ目標値
・基礎的財政収支･･･黒字  ・経常収支比率･･･91.2.％　
・積立金残高比率･･･34.6％  ・実質債務残高比率･･･223.8％
・社会資本形成の将来世代負担比率･･･30.3％(見込)
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